
224 209 225

128
88 88

304

253
283

157

132
133

39

35
29

73

59
73

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

（年）

建設業

54,666 
64,069 

78,493 

14,488 

15,508 

16,474 

14,874 

14,728 

15,835 
26,249 

25,253 

28,121 

7,802 
7,607 

7,933 

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

（年）

127,165人

（人） （人）

R2 R3 R2 R3

その他
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運送事業

第三次産業

死亡災害 休業４日以上の死傷災害

831人
925人

146,856人

118,079人

出典︓労働者死傷病報告出典︓死亡災害報告

その他
（林業等）

製造業

建設業

陸上貨物
運送事業

第三次産業

令和３年労働災害発生状況（令和４年３月速報値）
※ 令和３年１月１日から令和３年12月31日までに発生した労働災害について、令和４年３月７日までに報告があったものを集計したもの

H２９ H２９

776人

831人、前年同期比 ＋7.1% 146,856人、前年同期比 ＋15.5%

林業

※ 平成29年は第13次労働災害防止計画（平成30年度～令和４年度）の基準年であるため、比較のため数値を記載している。



転倒, 
33,086, 23%

墜落・転落, 
20,961, 14%

その他（※）, 
20,255 , 14%

動作の反動、

無理な動作, 
20,139, 14%

はさまれ・巻

き込まれ, 
13,847, 9%

切れ・こすれ, 
7,544, 5%

その他, 
31,024 , 21%

令和３年事故の型別労働災害発生状況（令和４年３月速報値）

休業４日以上の死傷災害死亡災害

出典︓労働者死傷病報告
その他（※）は主として感染症による労働災害を示す分類

出典︓死亡災害報告
その他（※）は主として感染症による労働災害を示す分類

墜落、転落, 
218, 26%

はさまれ、

巻き込まれ, 
135, 16%

交通事故（道路）, 
129, 16%

その他（※）, 
82, 8%

激突され, 
64, 8%

崩壊・倒壊, 
42, 5%

その他, 
161, 19%

831人、前年同期比 ＋7.1% 146,856人、前年同期比 ＋15.5%



（速報）

（令和４年３月７日現在）

　　対令和２年比較 　　 　対29年比較

業 種 死傷者数(人) 構成比（％） 死傷者数(人) 構成比（％） 死傷者数(人) 構成比（％） 増減数(人) 増減率(％） 増減数(人) 増減率(％）

146,856 100.0 127,165 100.0 118,079 100.0 19,691 15.5 28,777 24.4

28,121 19.1 25,253 19.9 26,249 22.2 2,868 11.4 1,872 7.1

214 0.1 196 0.2 209 0.2 18 9.2 5 2.4

15,835 10.8 14,728 11.6 14,874 12.6 1,107 7.5 961 6.5

2,940 2.0 2,648 2.1 3,223 2.7 292 11.0 -283 -8.8

16,474 11.2 15,508 12.2 14,488 12.3 966 6.2 1,986 13.7

381 0.3 328 0.3 330 0.3 53 16.2 51 15.5

1,232 0.8 1,266 1.0 1,303 1.1 -34 -2.7 -71 -5.4

3,166 2.2 3,169 2.5 2,737 2.3 -3 -0.1 429 15.7

78,493 53.4 64,069 50.4 54,666 46.3 14,424 22.5 23,827 43.6

（注）　１　労働者死傷病報告より作成したもの。
　　　　２　「－」は減少を示す。
　　　　３　「陸上貨物運送事業」は、道路貨物運送事業と陸上貨物取扱業の合計値。
　　　　４　「第三次産業」については別掲。
　　　  ５　平成29年は、第13次労働災害防止計画の基準年であるため、比較のため数値を掲載している。

（速報）

（令和４年３月７日現在）

　　対令和２年比較 　　 　対29年比較

業 種 死傷者数(人) 構成比（％） 死傷者数(人) 構成比（％） 死傷者数(人) 構成比（％） 増減数(人) 増減率(％） 増減数(人) 増減率(％）

78,493 100.0 64,069 100.0 54,666 100.0 14,424 22.5 23,827 43.6

21,929 27.9 19,753 30.8 17,863 30.5 2,176 11.0 4,066 22.8

16,529 ̶ 15,041 ̶ 13,574 ̶ 1,488 9.9 2,955 21.8

1,350 1.7 1,136 1.8 1,383 2.4 214 18.8 -33 -2.4

2,407 3.1 2,335 3.6 2,376 4.1 72 3.1 31 1.3

28,284 36.0 18,459 28.8 11,720 20.0 9,825 53.2 16,564 141.3

17,879 ̶ 12,388 ̶ 8,447 ̶ 5,491 44.3 9,432 111.7

8,566 10.9 8,036 12.5 8,442 14.4 530 6.6 124 1.5

4,997 ̶ 4,829 ̶ 4,617 ̶ 168 3.5 380 8.2

6,694 8.5 6,640 10.4 5,849 10.0 54 0.8 845 14.4

2,015 2.6 1,759 2.7 1,571 2.7 256 14.6 444 28.3

7,248 9.2 5,951 9.3 5,462 9.3 1,297 21.8 1,786 32.7

（注）　１　労働者死傷病報告より作成したもの。
　　　　２　「－」は減少を示す。
　　　　３　「その他」は教育研究、映画演劇業等の合計値である。

平成29年(1～12月)

警備業

うち飲食店

清掃・と畜

令和３年における死傷災害発生状況（死亡災害及び休業4日以上の死傷災害）

令和３年における死傷災害発生状況（死亡災害及び休業4日以上の死傷災害）

令和３年(1～12月) 令和２年(1～12月)

令和３年(1～12月) 令和２年(1～12月)

全 産 業

その他

通信

保健衛生業

うち社会福祉施設

接客・娯楽

第三次産業

第三次産業

商業

うち小売業

金融・広告

平成29年(1～12月)

交通運輸事業

陸上貨物運送事業

港湾運送業

林業

農業、畜産・水産業

製造業

鉱業

建設業


